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高浜発電所４号機の原子炉起動予定および調整運転の開始予定について 

 
 高浜発電所４号機(加圧水型軽水炉 定格電気出力８７万キロワット、定格熱出力２

６６万キロワット)は、平成２３年７月２１日から第２０回定期検査を実施しており

ましたが、平成２８年２月２６日に原子炉を起動する予定であり、翌２７日に臨界に

達する予定です。 

 その後は、諸試験を実施し、２月２９日に定期検査の最終段階である調整運転を開

始する予定であり、３月下旬には原子力規制委員会の最終試験を受けて本格運転を再

開する予定です。 

 

※なお、現在、原子力規制庁による検査を受けているところであり、日時などに変更

が生じることがあります。 

 
 

以 上 
 

（添付資料）高浜発電所４号機 第２０回定期検査の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 



 

 

高浜発電所４号機 第２０回定期検査の概要 

 
 
１．主要工事等 
    
（１）原子炉冷却系統設備小口径配管他取替工事                （図－１参照） 

国外ＰＷＲプラントにおける応力腐食割れ事象を踏まえ、１次冷却材の流れの

ない配管（高温環境で溶存酸素濃度が高い）の溶接部について、計画的に対策工

事※１を実施しており、今回は、余熱除去系統１箇所および化学体積制御系統４

箇所について耐食性に優れた材料に取り替えました。また、取替え時の作業性を

考慮し、対象箇所周辺の弁や配管の一部を取り替えました。 
 

※１：応力集中の小さい溶接形状への変更と耐食性に優れた材料への変更 
 
 

（２）１次系強加工曲げ配管取替工事                         （図－２参照） 

国外ＢＷＲプラントにおいて、芯金を使用して曲げ加工した配管の内面で応

力腐食割れが発生した事象を踏まえ、予防保全として、１次冷却材系統につな

がる曲げ配管のうち、芯金を使用して曲げ加工したものを、芯金を使用せずに

曲げ加工した配管等に取り替えました。また、取替え時の作業性を考慮し、対

象箇所周辺の弁や配管の一部を取り替えました。 
 
 
（３）１次冷却材ポンプ電源監視回路改造工事※２          （図－３参照） 

１次冷却材ポンプ駆動用電源の電圧および周波数の低下を監視する装置の電

源が喪失した状態で運転することを防止するため、監視装置の電源が喪失した

場合には、中央制御室に警報を発報するとともに、「電源電圧低」および「電

源周波数低」の信号を発信する回路構成に変更しました。 
 

※２：敦賀発電所２号機で、１次冷却材ポンプ駆動用電源の監視装置の電源が喪失した状態で運転し

た事象を踏まえ、平成２２年５月、原子力安全・保安院から、事業者に対し監視装置の電源が喪

失した場合に中央制御室に警報を発報する等の設備改善を行うよう指示があったもの。 
 
（４）６００系ニッケル基合金溶接部の応力腐食割れに係る予防保全工事 

      （図－４参照） 

国内外ＰＷＲプラントにおける応力腐食割れ事象を踏まえ、予防保全対策と

して、６００系ニッケル基合金が使用されている原子炉容器出入口管台溶接部

について、溶接部内面全周を研削した後、耐食性に優れた６９０系ニッケル基

合金で溶接を行いました。 

 

（５）原子炉容器供用期間中検査                   （図－５参照） 

原子炉容器の供用期間中検査として、原子炉容器溶接部等の超音波探傷検査

を行い、健全性を確認しました。 
 



 

２．設備の保全対策 

２次系配管の点検等                                   （図－６参照） 

当社が定めた「２次系配管肉厚の管理指針」に基づき、２次系配管６８２箇

所について超音波検査（肉厚測定）を実施しました。その結果、必要最小厚さ

を下回る箇所および次回定期検査までに必要最小厚さを下回る可能性があると

評価された箇所はありませんでした。 

また、過去の点検において減肉が確認された部位１箇所、今後の保守作業を

考慮した部位１９箇所、合計２０箇所を耐食性に優れたステンレス鋼もしくは

低合金鋼の配管に取り替えました。 

 

３．蒸気発生器伝熱管の渦流探傷検査結果             (図－７参照) 

３台ある蒸気発生器（ＳＧ）の伝熱管全数（既施栓管を除く計９，７５６本）

について、渦流探傷検査を実施した結果、Ｂ－ＳＧの伝熱管１本およびＣ－ＳＧ

の伝熱管１本の高温側管板部（合計２本）で、有意な欠陥信号が認められました。 

原因は、過去の調査から蒸気発生器製作時に伝熱管を管板部で拡管する際に発

生した引張り残留応力と、運転時の内圧とが相まって、伝熱管内面で応力腐食割

れが発生・進展したものと推定されました。対策として、当該伝熱管を使用しな

いこととし、閉止栓（機械式栓）を施工しました。 

［平成２３年８月１８日、８月２６日公表済］ 

 

４．燃料集合体の取替え                    (図－８参照) 

燃料集合体全数１５７体のうち、８９体を取り替えました。今回装荷した新

燃料集合体は６８体（うち４体はＭＯＸ燃料）です。 

燃料集合体の外観検査（１２体）を実施した結果、異常は認められませんで

した。 
 

 



 

５．福島第一原子力発電所事故を踏まえた安全性向上対策工事 

福島第一原子力発電所事故を踏まえ、新規制基準対応工事等を含む安全性向

上対策工事を実施しました。 

（１）新規制基準対応工事（主な工事）      （添付「主な新規制基準対応設備一覧」） 

①設計基準への対策                   （図－９参照） 

基準地震動の見直し（５５０→７００ガル）に伴い、使用済燃料ピット

クレーン等の設備や一次冷却材系統等の配管について、耐震補強工事を実

施しました。 

津波対策として、取水路防潮ゲートおよび放水口側防潮堤等を設置しま

した。 

竜巻対策として、安全上重要な屋外設備の健全性を維持するため、飛来

物の衝突に対する防護対策として、海水ポンプエリアへの鋼板、ネットの

設置等を行いました。 

火災防護対策として、地震等により既存の消火水系統が使用できない場

合を想定して、基準地震動（７００ガル）に対応する新たな消火水バック

アップタンク、ポンプ等を設置しました。    

②重大事故への対策 

○ 電源の確保 

  （交流電源）                                     （図－１０参照） 

外部電源が喪失して非常用ディーゼル発電機が起動しない場合の代替

電源として空冷式非常用発電装置（２台）を設置するとともに、中央制

御室から遠隔起動できるよう設備を改造しました。 

     空冷式非常用発電装置からの電源供給等が期待できない場合を想定し、

電源車（３台、うち１台は３、４号機共用の予備）を配備するとともに、

原子炉補助建屋側面に接続口（２箇所）を設置し、電源車からの電力ケ

ーブルを接続することで蓄電池や計器用電源等への電源供給を可能とし

ました。 

また、既存の所内電気設備が使用できない場合を想定して、空冷式非

常用発電装置から恒設代替低圧注水ポンプ等の重要機器に直接給電を可

能にするため、代替所内電気設備（高圧分岐盤、分電盤、補機切替盤等）

を設置しました。 

 

  （直流電源）                    （図－１１参照） 

     全交流電源喪失時においても原子炉の冷却に必要な弁の操作や監視計

器等に必要な電源を２４時間以上供給可能とするため、安全系蓄電池（２

系統）の容量の増強を行うとともに、当該蓄電池の負荷切り離しのため

の遠隔操作スイッチを中央制御室に設置しました。 

     さらに、これら直流電源系統が機能喪失した場合を想定して、加圧器

逃がし弁を作動させるための電磁弁に直流電源を供給するための専用の

可搬式バッテリを配備しました。 



 

 

○ 冷却機能の確保 

（炉心・格納容器の冷却）               （図－１２参照） 

原子炉や格納容器を冷却する既存の設備（充てん／高圧注入ポンプ、

余熱除去ポンプ、格納容器スプレイポンプ等）が機能喪失した場合を想

定して、恒設代替低圧注水ポンプ（１台）および専用電源を備えた可搬

式代替低圧注水ポンプ（３台、うち１台は３、４号機共用の予備）を配

備しました。 

また、原子炉補機冷却水系統が使用できない場合において、既存の充

てん／高圧注入ポンプ、格納容器スプレイポンプを使用できるようにす

るため、それぞれ各１台について、ポンプにより吐出した冷却水を用い

てモータ等を冷却するための配管（自己冷却配管）を設置しました。 

海水ポンプが機能喪失した場合等の格納容器の除熱機能の代替手段と

して、大容量ポンプ（３台、うち１台は３、４号機共用の予備）を配備

しました。 

 

   （水源） 

原子炉や格納容器を冷却するための水源である燃料取替用水タンクに、

純水タンクやほう酸タンクから補給ができない場合を想定して、通常は

蒸気発生器を冷却する水源として使用する復水タンクから補給できるよ

うにするための移送配管等を設置しました。 

   

（２）自主的対応工事等                        （図－１３参照） 

①使用済燃料ピットの監視強化              

使用済燃料ピットの監視強化のため、広域水位計（電波式）を増設する

とともに、監視カメラを設置しました。 

②外部電源受電設備の浸水対策 

予備変圧器から安全系母線の給電ルート上に設けられているバスダク

トをケーブルに取り替えるとともに、ケーブル接続部の防水処理を行いま

した。 

 ③代替水源の確保 

消火水バックアップタンク等に替わる水源確保の観点から、３、４号機

背後斜面の湧水排出トンネル内に湧水を堰き止めて淡水貯水槽を設置し、

３、４号機共用の水源としました。 

④非常用炉心冷却系統の支持構造物等の点検       （図－１４参照） 

非常用炉心冷却系統に設置されている耐震サポートなどの支持構造物

や屋内外タンクの基礎ボルト等について、取り付け状況等に異常のない

ことを確認しました。 

 

 



 

６．定期検査中に発生した安全協定に基づく異常事象 

管理区域内における水漏れについて            （図－１５参照） 

平成２８年２月２０日１５時４２分頃、１次冷却材系統の昇温に向け化学体積制

御系統の水をほう素熱再生系統に通水したところ、「１次系床ドレン注意」警報が

発信した。このため、当社運転員が現場を確認したところ、原子炉補助建屋の脱塩

塔室前（ＥＬ１０．５ｍ）の床面に水溜りを発見した。 

原因は、Ｂ－冷却材脱塩塔の入口側弁の一部のボルトについて、締め付け圧が低

い状態であったため、化学体積制御系からほう素熱再生系統への通水操作による系

統の圧力の一時的な上昇に伴い、当該弁から漏えいが発生したものと推定した。 

対策として、当該弁のダイヤフラムシートを新品に取替えるとともに、１次系冷

却水が流れる系統の同種の弁（弁駆動軸が水平方向の弁）について、適正に締め付

けられていることを確認した。また、化学体積制御系統の水をほう素熱再生系統に

通水する際には、圧力変動の影響が少なくなるよう、化学体積制御系統の抽出水の

圧力が低い状態で行うこととし、運転操作所則に反映した。 

なお、この事象による環境への放射能の影響はありませんでした。 

 （平成２８年２月２０日、２２日お知らせ済み） 

 

７．次回定期検査の予定 

平成２９年春頃 

なお、定期検査の作業工程については、別紙を参照下さい。 

 

 

以 上 
 
 



 

主な新規制基準対応設備一覧 

①設計基準への対策（設備、対策工事） 

地震対策 ・耐震補強工事 
・斜面崩落対策工事 

津波対策 ・放水口側防潮堤 
・取水路防潮ゲート 
・自然現象監視カメラ、潮位計 

その他自然現象
等 

竜巻対策 ・飛来物防護壁、防護ネット 

外部火災 ・防火帯 

火災防護対策 ・消火水バックアップタンク、ポンプ 

内部溢水対策 ・配管逆流防止弁 
・貯留堰堤 等 

 

②重大事故への対策（設備） 

電源確保対策 ・空冷式非常用発電装置、遠隔起動操作盤 
・可搬型代替電源（電源車） 
・蓄電池の増強、遠隔負荷停止操作盤 
・加圧器逃し弁用可搬式バッテリ 
・代替所内電気設備（高圧分岐盤、分電盤）等 

冷却設備 
対策 

炉心・格納容器
の冷却 

・代替注水設備（恒設・可搬式代替低圧注水ポ
ンプ、ポンプ用電源車） 
・既設注水設備への自己冷却配管 
・大容量ポンプ 等 

溶融炉心の冷却 ・代替注水設備（可搬式代替低圧注水ポンプ、
ポンプ用電源車） 

使用済燃料ピッ
トの冷却 

・可搬式代替注水設備（消防ポンプ） 
・可搬式スプレイ設備（可搬式代替低圧注水ポ
ンプ、ポンプ用電源車）  
・スプレイヘッダ 
・放水砲、放水砲用大容量ポンプ 

水源の確保 ・冷却水移送配管 等 

最終ヒートシン
クへの熱輸送 

・大容量ポンプ 

水素爆発による格納容器破
損防止対策 

・電気式水素燃焼装置 
・静的触媒式水素再結合装置 

放射性物質拡散防止抑制対
策 

・放水砲、放水砲用大容量ポンプ 
・シルトフェンス 

対策の指揮を行う設備 ・緊急時対策所 

その他 ・衛星通信設備 
・可搬型モニタリングポスト 等 

 

 
 

添付 



高浜発電所４号機　第２０回定期検査の作業工程

平成２８年３月平成２３年９月 平成２７年１２月 平成２８年２月平成２８年１月

（平成２８年２月２５日現在）

主
　
要
　
工
　
程

平成２３年７月 平成２３年８月 平成２３年１０月 平成２３年１１月～
平成２７年１１月

１次冷却材系統降温

解列(7/21)
並列(2/29予定)

総合負荷性能検査

制御棒駆動装置制御盤他取替工事

1次冷却材ポンプ保護リレーフェイルセーフ化改造工事

原子炉冷却系統設備小口径配管他取替工事 起動前弁点検

原子炉容器組立

燃料装荷

600系ニッケル基合金管台予防保全対策工事原子炉容器開放

燃料取出

1次系弁･ポンプ点検原子炉容器供用期間中検査

起動試験

１次冷却材系統

漏えい検査

出力上昇試験

蒸気発生器過流探傷検査

１次系強加工曲げ配管取替工事

福島第一原子力発電所事故を踏まえた安全対策対応および新規制基準対応

非常用ディーゼル

発電機検査

注：黒塗りは実績を示す



図-1 原子炉冷却系統設備小口径配管他取替工事

【工事概要】

国外PWRプラントにおける応力腐食割れ事象を踏まえ、 1次冷却材の流れのない配管 (高温環境
で溶存酸素濃度が高い)の溶接部について、計画的に対策工事キ1を実施しており、今回は、余熱除
去系統 1箇所および化学体積制御系統 4箇所について耐食性に優れた材料に取り替えた。また、取替
え時の作業性を考慮し、対象箇所周辺の弁や配管の一部を取り替えた。

*1 応力集中の小さい溶接形状への変更と耐食性に優れた材料への変更
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ほう素熱

再生系統

非再生,―ラ

原子炉冷却系統Cループ

低温側より

原子炉冷却系統Bループ
低温側ヘ

再生 ,―ラ 充てん/高圧注入ポン
ンク 冷却材混床式脱塩悟



図-2 1次系強加工曲げ配管取替工事

【工事概要】
国外BWRプラントにおいて、芯金を使用して曲げ加工した配管の内面で応力腐食割れが発生

した事象を踏まえ、予防保全として、 1次冷却材系統につながる曲げ配管のうち、芯金を使用して
曲げ加工したものを、芯金を使用せずに曲げ加工した配管等に取り替えた。

取替範囲概略図

充てん高圧

注入ポンブより

①

Al次冷却材ポンブ

原子原

力D圧器

①

充てん高圧

注入ポンプより

充てん高圧

注入ポンプより

C蒸員発生器

■B:強加工曲げ配管取替範囲

B系気発生器

Cl次冷却材ボンプ

③

①

③

② 20箇所

1箇所

22箇所

[強加工曲げ管の箇所製]

①加圧器スプレイ配管
②余熱除去冷却器出□配管
③充てん配管

工事概略図 (曲 げ加工方法 )

変更前(芯金を使用した山げ畑工)

内面が硬 1し

【正面口】

金 具台

曲 げ

茎全

配管内に芯金
を挿入し、曲げ
金製を回しなが
ら山げていく。

変更後 (志金を使用しない曲げ加工 )

【正面図】
改良由げ全里

台  押さえ奎具
【改農由げ白里】
配皆との疎間を狭

くした由げ金望に変
更したことで、慈金
おく不要となつた。



図-3 1次冷却材ポンプ電源監視回路改造工事

【工事概要】
1次冷却材ポンプ駆動用電源の電圧および周波数の低下を監視する装置の電源が喪失した状態で運

転することを防止するため、監視装置の電源が喪失した場合には中央制御室に警報を発報するととも
に、「電源電圧低」および「電源周波数低」の信号を発信する回路構成に変更した。

C系計器用電漂

C

A系計器用電漂

B

A

監視装置の詳細

1次冷却材ポンプ電源監視回路概要図

監
視
装
置

（
Ｂ
系

）

監
視
装
置

（
Ａ
系

）

Cポンプ

監
視
装
置

（
Ｂ
系

）

監
視
装
置

（
Ａ
系

）

Bポンプ

監
視
装
置

（
Ｂ
系

）

監
視
装
置

（
Ａ
系

）

Aポンプ
【電源構成変更】
監視装置の電源をポンプ毎に独立

電源系統は、変更前は各ポンプ監視装置の電源が系統毎に共通であり、1系統が電源喪失となつた場合には、

すべての監視装置が原子炉トリップ信号を発信する構成であることから、ボンプ毎に独立した電源系統に変更する。

B系直流電源

A系直流電源

(変更前 )

【回路変更】
監視装置の電源が

喪失した場合に警報を発報

山

器

２

】
３

１

2/3

【新設】
中央制御室へ

警報発信
１
次
冷
却
材
ポ

ン
プ
電
源

（
３
相
）

V

直 流電漂

監視装置 全 6台について

改造を実施

A-1次冷却材
ポンプ電源

B-1次冷却材
ポンプ電源

C-1次冷却材

ボ ン

主蒸氏

(タ ービンヘ)

(捏水吾から)

原子炉格納容器

■

蒸気発生器

2/3 2/3

1/2

原子炉トリップ信号

― “
一



図-4 600系 ニッケル基合金溶接部の応力腐食割れに係る予防保全工事

【工事概要】

国内外PWRプランHこおける応力腐食割れ事象を踏まえ、予防保全対策として600系ニッケル基合金が使用
されている原子炉容器出入口管台溶接部について、溶接部内面全周を研削した後、耐食性に優れた690系
ニッケル基合金で溶接を行つた。

【工事前】 ステンレス内張り

【系織概要目】

690系ニッケル基合金浴接

原子炉容器
肉盛溶接部

(600系二。方ザレ基合金) (600系つケル基台金)

【工事例

接液部
690系ニッケザレ基合金

ステンレス内張り

周溶接部 肉盛溶接部

周溶接部

曽台
(低合全鋼 )

セーフエンド

(ス テンレス抑

加
圧
器

蒸
気
発
生
器

1次冷却材
ポンプ

曽台

(低合金鋼 )

の接液する港接都全月を耐食性に
優れた690系ニッケル基合金て港接

①溶接部内面全周を研百11

到

原子炉容器出入口管台
(原子炉容器出入□首台:6箇所)

上― ―
阪E

作業装置の
撥入・設置

下肺 -1反 置

出□配管

管台内面での作業
作業装置

セーフエンド

原子炉容器

円筒容器

ノズル道へい
<作業装置>

下
　
　
　
立

徽 切育噴承 ′ヽフ等の鉦 を送隔で出
し入れして各作業をわ

約 ocm

道へい用
シールブラク

配 管

作業装置用
案内レール

⇔ 移動



図-5 原子炉容器供用期間中検査

【検査概要】

原子炉容器の供用期間中検査として、原子炉容器溶接部等の超音波探傷検査を行い、健全性を確認した。

原子炉容器

超音波探傷検査の箇所

検査箇所

上蓋

ポ )レ ト・ナット

①

⑥

入□
管台

上部胴

出□管台

①
セーフエン ド

セーフエン ド

下訂胴

トランジションリング

下部鏡板

①入国首台と胴との溶接部(A～ Cルーフ
°
)

出□管台と胴との溶接部 (A～Cルーフつ

全6箇 所の溶接部を検査

②下郡胴の長手溶接部
全3箇 所の溶接部魅検査

③入□菅台内面丸み部(A～ Cルーフつ

出□管台内面丸み部 (A～Cルーフ
°
)

全6箇所の丸み音Fを検査

④胴の溶接部
全4箇 所の溶接部を検査

⑤胴フランジ ネジ穴のネジ部
59箇所中¬9箇所を検査

⑥スタットボルト
53本 中¬3本を検査

③一一

②

⑤

＼

上蓋フランジ

上部胴フランジ

マニピュレータ

族巨灰ラスタ(プロペラ)

車1畠

吸番バ,ン ド

鶏 子



-6 2次 系配管の点検等

今定期検査において、682箇所について超音波検査 (肉厚測定)を実施した。

02次系配管肉厚の管理指針に基づく超音波検査(肉厚測定)部位

今 回 点 検 実 施 部 位

464

218

682

「2次系配 管 肉厚 の 管理
指針 」の点検 対象部位

1,803

1,131

2,934

主要 点検 部 位

その他 部 位

合 計

検査結果 :必要最小厚さを下回る箇所および次回定期検査までに必要最小厚さを下回る可能性が

あると評価された箇所はなかつた。

【取替理由】

点検概要

取替概要

過去の点検で減肉が確認された部位1箇所、今後の保守性を考慮した部位19箇所、合計20箇所を耐食性に優れ

たステンレス鋼または低合金鋼の配管に取り替えた。

概要図

発電機

グランド
蒸気復水器

復水処理装置

―スタ

②

主蒸気系統

給水系統

復水系統
ドレン系統
主な配管取替箇所

※ 狭隆部で肉厚測定がしづらい小口径
配管などについて取り替える。

②
ポンプ

給水ポンプ
② 給水ブースタポンプ

グランド蒸気

低 圧 ター ビン

復水器
加熱器

第 1第 2
低圧給水加熱器

蒸気発生器

②

高圧給水
加熱器

① 過去の点検結果で減肉が認められて

いるため、計画的に取り替える箇所

(司 箇所)

・必要最小厚さとなるまでの期間が 5

年以上の箇所 (1箇所)

炭素鋼 → 低合金α岡   1箇 所

② 配管の保守性※を考慮して取り替える

箇所 (19箇 所)

炭素鋼 ⇒ ステンレス鋼 18箇所

炭素鋼 → 低合金鋼   1箇 所

合計  20箇 所



図-7蒸 気発生器伝熱管の損傷について

蒸気発 生器 の概 要 図

蒸気 出 回 →ノ

約 21m

:1次 冷却材 の流れ 系統概要図

ABC慕気発生器   加圧器

蒸気タービンヘ

2次冷却水

1次 冷却水材  原子炉容器

原子炉格納容器

a
2次冷却水入

管支持板

B―森気発生器(高温倒)上部より見た C―蒸気発生器(高温側)上部より見た
伝熱管位置を示す図        伝熱曽位置を示す国

マンホール側

X方向

Y方向

1次 冷却材ノズル倒 1次 冷却材ノズル倒

● :有意な信号指示管 ( J本 )    ● :有意な信号指示管 ( 1本 )

● :既施栓 管    (133本 )    ● :既施栓管    (122本 )

マンホール園

蒸気発生器製作時の

管板部の伝熱管拡管方法

曽板部でローラ拡管する

際、伝熱管内面で局所的

に引張り残留応力が発生

液圧拡管お具 液圧拡管

機械式ローラ  ローラ拡管

伝熱管

1次冷却材入ロ

管板部

司次冷却材出ロ

(低温側)

仕切板

伝熱管

ローラ拡管部 (イメージ)

渡E拡管境界部

信号指示部
伝熱管

戸

管板

対策(施栓方法)

機械式栓を伝熱管に挿入し、施栓装置の先端部を
引き下げることにより、中子も同時に引き下がり、
機械式栓を押し広げ施栓した。

曽板

BIき下げる

機械式栓

伝熱管

1次冷却材出口 1次 冷却材入 ロ

ヽ

管板部

1次冷却



図-8 MOX燃料の概要

使用済燃料を再処理して得られるプルトニウムを利用したウラン嵐プルトニウム混合酸化物燃料
(MOX燃料)を取替燃料の一部として使用した。

MOX燃料集合体概略図

原子炉容器内MOX燃料集合体配置

今回は燃料157体のうち、MOX新燃料4体

上部ノズル

支持格子

燃料棒

燃

料

集

合

体

燃

料

棒

ウラン燃料とMOX燃料の仕様

ウラン燃料(現行) M  料

・プルトニウム冨化度の値は代表例を示したもの。
・核分裂性プルトニウム富化度=(プルトニウム239+ブルトニウム241)/(全プルトニウム+全

"ン
)

注 :MOX燃料の装荷に係るほう素濃度等の変更
・ほう素濃度

燃料取替用水タンク 1台 (2800ppm以上)、 ほう酸注入タンク 1台 (21000ppm以上)、

蓄圧タンク 3台 (2800ppm以上)

・燃料取替時のほう素濃度 (2800ppm以上)

・ほう酸タンク 2台のほう酸水量 (58 9ma以上 )

・よう素除去薬品タンク 1台の苛性ソーダ水量 (117m3以上)

なお、この変更に伴う設備の設置及び改造工事はない。

l｀

旧

|

判
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
休
Ｈ
削
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|

i

型
「
J

「十|
市

千

同左

同左

同左

約02～ 04

45,000MWd/t

約6 1wi9も

二酸化ウラン`二酸 化ブルトニウム

同左

同左

同左

同左

17X17

約41m
264本

約4 1wt%

48.000MWd/t

二酸化ウラン

約81～ 8 2mm

約9 5mm

約0 6mm

ジ,レカロイー4

燃料棒配列

全長

燃料棒敷

U-235濃結度

平均核分裂性
力♭卜ニウム富化度

最高燃焼度
ペレット材
ペレット直径

被覆官外径

枚覆管厚さ

被覆管材料

下部ノズル



図-9 設計基準対策 (その 1)
【工事概要】

設計基準対応工事として、地震対策、津波対策、その他自然現象 (竜巻対策、外部火災)

火災防護対策、内部浴水対策等を実施 した。

例 )

地震対策 :耐震補強工事、斜面崩落対策工事

津波対策 :放水口側防潮堤設置、取水路防潮ゲー ト設置、自然現象監視カメラ、潮位計設置

[下線の対策を下記工事概要図に示す]

工事概略図

【地震対策 (例 )】
厚板クランプヘ サボート部材追カヨ

交 換

ィ アンカ勘 E

<耐震補強工事>
基準地震動:700ガル

大 型

スナ

太径Uボルトヘ交換

サポート部材追加

【津波対策 (例 )】 津波高さ:TP+62m
<①取水路防潮ゲート設置>

TP+62m

ケー■を卜模綸    縫偶豊
=

TP+85m

TP=姉
ケー向F俸「

“

飼聖)

t,事は本要時冊ヨ}

取ホ畠

<②放水口側防潮堤設置>
放水口防潮堤

地盤の液状化により地盤の強度が低下する可能性の

ある層を対象に、地盤中に薬液を注入 し地盤改良 (浸

透回化改良)を実施 した。

敷地高 T,P.+3.5m

IR+3m 防潮堤の高さ



図-9 設計基準対策 (その 2)
【工事概要】

設計基準対応工事として、地震対策、津波対策、その他自然現象 (竜巻対策、外部火災)

火災防護対策、内部浴水対策等を実施 した。

例 )

その他自然災害 :(竜巻対策)飛来物防護壁設置、防護ネット設置

(外部火災)防火帯設置

火災防護対策 :消火水バックアップタンク設置、ポンプ設置

内部浴水対策 :配管逆流防止対策工事、貯留堰堤設置

[下線の対策を下記工事概要図に示す]

工事概略図

【その他自然災害 (竜巻対策 (例 ))】

<飛来物防護壁設置、防護ネット設置>(海水ポンプ室)

風速 100m/sの竜巻を想定

【火災防護対策(例 )】

<消火水バックアップタンク設置、ポンプ設置>

100m3x3台

‐‐‐ :既設消火水ライン

‐‐‐ :追加設置するハ
°
ックアッフ

°
ライン

<側 面>
鋼板で飛来物の貫通を阻止

<上 面>
ネットで飛来物の衝突時の衝撃を吸収

対策後

耐震性を有するタンク、ポンプ、

配管等を設置

消火設備

原子炉格納容器

外周建屋

:

消火水系統

制御建屋等タービン建屋

消火ポンプ

(電動)

消火ポンプ室

消火ポンプ
(ディーセ

・
ル)

淡水

タンク

淡水

タンク



図 -10重 大事 故 対 策 (電源 の確 保 :交流 電源 )

【工事概要】
①外部電源が喪失して非常用ディーゼル発電機が起動しない場合の代替電源として空冷式非常用発電装置

(2台 )を設置するとともに、中央制御室から遠隔起動できるよう設備を改造した。
②空冷式非常用発電装置からの電源供給等が期待できない場合を想定し、電源車(3台、うち1台 は3、 4号機

共用の予備)を配備するとともに、原子炉補助建屋側面に接続回(2箇所)を設置し、電源車からの電源ケー
ブルを接続することで蓄電池や計器用電源等への電源供給を可能とした。

③既存の所内電気設備が使用できない場合を想定して、空冷式非常用発電装置から恒設代替低圧注水ポン
プ等の重要機器に直接給電を可能にするため、代替所内電気設備(高圧分岐盤、分電盤、補機切替盤等)

を設置した。

非常用ディーゼル発電機

恒
設
代
替
低
圧
注
水
ポ
ン
プ

海
水
ポ
ン
プ

格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ

工事概要図

余
熱
除
去
ポ
ン
プ

外部電源5回線 (500kV:4回線、77kV:生 回線 )

<電源車 :3台 >

交流6.6kV所内電源 ※ 1

―̈

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

<屋外電源接続盤 :2箇所>

空冷式非常用発電装置
から受電できない場合に

電源車を接続する。

<空冷式非常用発電装置 :2台 >
高圧分岐盤

父 内母線 ※ 1

分電盤
起
動
・停
止
信
号

※ 2 既存の所内電気設備より受

電できない場合に、代替所内

電気設備より受電する。

<遠隔操作盤>

中央制御室

※士既存の所内電気設備
※2:可搬式整流器を接続して、直流き電盤に

直流電源を供給することが可能

安
全
系
計
器
用
電
源

蓄
圧
タ
ン
ク
出
口
弁
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図 -11重 大事 故 対 策 (電源 の確 保 :直流 電源 )

【工事概要】

①蓄電池(2系列)について、全交流電源喪失時に原子炉の冷却等に必要な負荷に24時間以上電源供給を可能
とするために容量の増強を行つた。(蓄電池容量:1200→ 2400Ah(2系 列とも))

②全交流電源喪失時における原子炉の冷却等に不要な負荷のうち、速やかに切り離す必要がある負荷を遠隔に

て切り離すための操作盤を中央制御室に設置した。

③直流電源系統が機能喪失した場合を想定して、加圧器逃がし弁を作動させるための電磁弁に直流電源を供給

するため、専用の可搬式バッテリを配備した。
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図-12冷 却機能の確保 (炉心・格納容器の冷却)

【工事目的】
①電源が喪失した場合においても、原子炉および格納容器スプレイの注水を可能とするため、可搬式および

恒設の代替低圧注水ポンプを設置した。
②原子炉補機冷却水系統が機能喪失した場合においても、ポンプ自身の吐出水によリモータ等を冷却する

(自 己冷却)ため、ポンプ自身の吐出水を冷却水として供給するための分岐配管等を設置した。
③復水タンクから燃料取替用水タンクヘの移送配管およびポンプを設置した。

復水タンク燃料取替
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(2台 中1台 に自己冷却配管
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工事概要図

熱い空気、 冷やす
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放水ロヘ

海水ポンプ、原子炉補機冷却水系統
が使用できない場合、大容量ボンプ
(海水)にて格納容器内を冷却する。

原子炉格納容器

※ 2
<燃料取替用水タンク

補給用移送ポンプ:1台 >

設置 )

(2台 )

新設設備

充てん/高圧注入ポンプ

(3台 中1台 に自己冷却配管を設置 )



図-13 自主的対応工事等
(使用済燃料ピットの監視強化、外部電源受電設備の浸水対策、代替水源の確保)

【工事概要】

①使用済燃料ピットの監視強化のため、広域水位計(電波式)を増設するとともに、監視カメラを設置した。
②予備変圧器から安全系母線給電ルート上に設けられているバスゲクトをケーブルに取り替えるとともに、ケーブ

ル接続部の防水処理を行つた。
③消火水バックアップタンク等に替わる水源確保の観点から、3、 4号機背後斜面の湧水排出トンネル内に湧水を

堰き止めて淡水貯水槽を設置し、3、 4号機共用の水源とした。

工事概略図

【使用済燃料ピットの監視強化】
要全系電源から竜源供給

を受ける監視カメラの設置
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し
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【外部電源受電設備の浸水対策】

レ接続箱

水密区域への移設
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予備変圧器より
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(耐水性の向上 )
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【代替水源の確保】

<淡水貯水槽>
(3,4号 背後斜面湧水排出トンネル)
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(斜面に沿つて建屋まで敷設 )

既補給用ラインが使用できない場合、
淡水貯水槽から仮設消防ポンプを使用し
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図―司4自主的対応工事等 (非常用炉心冷却系統の支持構造物等の点検 )

【工事概要】
非常用炉心冷却系統に設置されている耐震サポートなどの支持構造物や屋内外タンクの
基礎ボルト等について、取り付け状況等に異常のないことを確認した。

非常用炉心冷却系性の耐震サポートの総点検
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発生箇所

図-15高 浜発電所4号機の管理区域内における水漏れについて

【化学体積制御系統】
格納容器内 悟納容器外
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